
平成30年台風第24号による

大規模停電を踏まえた対応
平成30年台風第24号による

大規模停電を踏まえた対応
【概要】 県では、静岡県ライフライン防災連絡会や危機管理連絡調整会議等を開催し、重要インフラ施設の緊
急点検や停電対応の検証を行うとともに、大規模停電に備えた対策を検討し、実現可能なものから順次実施し
ていくことで、同様の停電が発生した際の県民生活への影響を最小限に抑えます。

【質問】 県や市町が管理する公共インフラの緊急点検により、どのような課題が明らかになったのか。
　また、その課題にどのように対応していくのか。
【答弁】 南海トラフ地震では１週間程度の停電を想定しているが、台風で、ここまで長期間の停電は予想外で
あった。 今回の点検は、行政サービスをどのように継続していくかという観点で行った。 緊急点検における４つ
の観点、すなわち、立地性、健全性、継続性、代替性が課題であり、まだまだ問題があることが分かったので、１
つ１つ解決策を見つけていく。
【質問】 今回の停電は県民の危機意識を高めるきっかけとなった。 携帯電話が使えなくなると情報が入らなくな
る。 そこで、情報伝達について、様々な機関との連携における課題、今後の方向性についてどのように考えてい
るのか。
【答弁】 静岡県ライフライン防災連絡会の各社に集まって頂き、実際にどのような被害があって、どのような対
策を行い、今後どのように対策を考えていくのかの話をした。 電気がないと他のライフラインも止まってしまうこ
とが分かった。 水道についても、電気がないと断水する。 通信についても、24時間を越えると携帯電話が繋
がらない地域がいくつかあった。 
　お互いに補完しあって、より多くの方々に情報
を伝えていく仕組みをこれから検討していくことに
なった。 例えば各機関が持っている広報車で自
分の情報だけでなく、様々な機関の情報を同時に
流すような取り組みが出来れば、カバーするエリア
が広げられるので、検討出来ればと考えている。
【質問】 停電の原因はどこにあると考えているの
か。 また、その原因を解決する為のポイントについ
て伺う。
【答弁】 停電の主な理由については、中電、東電
にヒアリングを行った。 市街地に関してはビニー
ル等の飛来物が引っかかったことやトタン屋根の
ようなもので電線が切れてしまったことが原因。 山
間部では、倒木が大きな原因となっている。 倒木
については、停電を引き起こすだけでなく、復旧現
場に行く障害物となる。 また、中電の指示書の処
理についても紙ベースからシステム化することで、
迅速化を図ることが出来る。 年度内にそのシステ
ムを作ると言っているので、効果についても電力
会社に確認していく。

【停電対策】危機管理くらし環境委員会

農業農村整備事業に係る予算要請活動農業農村整備事業に係る予算要請活動

　志太榛原土地改良事業推進協議会では、定
期的に国の関係機関に対して、管内の農業農
村整備事業の推進に向けた地元の意向を示し、
予算確保等の要請活動を行っています。
　今年度も地元の井林代議士、牧野参議院議
員の協力を得て、平成31年度予算確保等の要
請活動が行われ、私も同協議会からの依頼を受
け、要請活動に同行致しました。
【要請先】
　農林水産省や財務省の大臣から課長まで、また、
衆参国会議員等、一日で数十名（代理の人や秘書
の対応を含む）に要請活動を行いました。

高野農林水産大臣政務官（参議院議員）と井林代議士

太田主計局長（財務省）

横井整備部長（農林水産省 農村振興局）
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　今年度も夏に、静岡県内、全地域のご
意見・ご要望を聞かせて頂きました。また
秋には、例年同様に、静岡県内、各産
業・団体のご意見・ご要望を聞かせて頂
きました。
　こうした聞き取り調査をもとに、自民改
革会議として県民の求める重点要望をと

りまとめ、年末に、川勝知事に来年度予
算要望として申し入れを行いました。
　年明けからは、県財政当局との予算折
衝を積極的に行い、県民の声が県政に反
映されるよう全力で取り組んで参ります。
※川勝知事に申し入れをした内容は、
【平成31年度 当初予算に対する要望】
として、ホームページに掲載してあります
ので、ご覧ください。

【自民改革会議の活動】

　予算が確保されなければ、
皆さんのご要望にお応えする
ことは出来ません。そして、そ
の際には、国との連携が必要

な時があります。今後も地元
の国会議員と連携を図りなが
ら予算確保に努め、皆さんの
ご要望にお応えすることが出
来るよう努力して参ります。

【国会議員との連携】

～推進区域に企業の進出が決定～
　平成28年6月定例会の一般質問におきまして、私は、『「内陸のフロンティ
ア」を拓く取り組みについて～東名高速道路 大井川焼津藤枝スマートイン
ターチェンジ周辺の地域づくり～』を取り上げました。
　その後、焼津市からスマー
トIC周辺地域におきまして、
内陸フロンティア推進区域
指定の申請があり、指定が
行われました。
　そして今回、指定を受けた
焼津市の「大井川焼津藤枝
SICを活かした産業拠点推
進区域」に、家庭用品・ギフト
用品等を製造販売するレック
株式会社の進出が決まりまし
た。 生産工場を建設する計
画で2020年度中の稼働を
目指しています。
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⑵区域の範囲（地図参照）
　大井川焼津藤枝SICから約2.5キロメートル
に位置した、焼津市中島地区のうち、北が市
道０１０２号線道(港湾道路)、西は市道０１１
０線に接する範囲（５ha）

⑴推進区域の名称
　大井川焼津藤枝SIC※ を活かした
　産業拠点推進区域

推進区域の概要

※大井川焼津藤枝SIC
  大井川焼津藤枝スマートインターチェンジの略称

塚本大が市議会議員時代から力を入れて取り組んできた

　完成後は、周辺地域の　整備　整備　開発　開発 発展発展

大井川焼津藤枝
スマートインターチェンジ
大井川焼津藤枝
スマートインターチェンジ

焼津市からの申請を受け
上記地図の黄色の区域が

内陸フロンティア推進区域に指定

企業（レック株式会社）の進出が決定！

塚本大が、平成28年6月定例会で
「大井川焼津藤枝SIC
　　　　　　 周辺の地域づくり」
について一般質問で取り上げる。

その後

今回

信号機に非常用発電機から電力を供給する装置を整備
・整備箇所 23か所 ・焼津市中里交差点（老朽化に伴う更新） 146千円

警察施設防災機能強化事業費 予算額 4,000（千円）

警察施設の修繕 ・焼津市和田交番（屋根破損対応） 213千円
警察施設災害復旧事業費（新規） 予算額 17,000（千円）

県立学校の修繕 ・焼津水産高校（校舎雨漏り対応） 12,400千円
補助現年災県立学校等災害復旧費（新規）予算額 450,000（千円）

ビニールハウスの再建等を行う農業者を支援する市町に対して助成
・補助率：撤去 6.5/10 再建・修繕 7/10、5/10 補強 5/10 ・焼津市内 8件 

経営体育成支援事業費助成 予算額 2,643,000（千円）

【台風24号等による災害への対応】
平成30年度12月補正予算主要事業平成30年度12月補正予算主要事業

⑵災害対策の強化について代表
質問

警察本部長：「電源付加装置の更なる整備に努める」

信号機の直近に整備する常設式発動発電機：613機
全信号機における整備率：8.9％
整備数：全国第3位 整備率：全国第7位
災害発生時に可搬式発動発電機を借り受ける
協定を民間企業等と締結する取り組みを拡大

発動発電機

⑵災害対策の強化について
❶台風２４号被害への対応
㋑農林水産業の被害への対応

代表
質問

一刻も早い復旧支援に
全力で取り組む

【質問要旨】　
　台風２４号による暴風雨や
大規模停電は、県内全域の
農林水産業に大きな被害をも
たらした。
　農業関係では、強風による
ビニールハウスの倒壊・破損
や塩害等による作物被害が
見られた他、停電で施設の機
能が停止したことによる生乳
の廃棄等、甚大な被害が発生
しており、その被害額はあわせ
て５８億円余に上っている。
　また、農地・農業用関連施

設、森林・林業分野、水産業
分野においても、多くの被害
が出ていると伺っている。
　その中で、特に被害の大き
かった農業においては、これか
ら収穫期を迎える農作物等へ
の影響や、被災した中小規模
の農業者の経営状況を考慮
すると、営農継続の為には、施
設の復旧等の一刻も早い支
援が不可欠であると考える。
　そこで、農業者の経営再建
等、農林水産被害に対する県
の対応について伺う。

【経済産業部長 答弁要旨】　
　農林水産大臣に対しまして、被害を受けた農業者が
早急に経営を再建し、生活を維持出来るよう「経営体
育成支援制度」の特例措置の速やかな発動と併せま
して、農業用ハウスの強風への補強対策についても
支援を要請致しました。その結果、国は被災した農業
生産施設の撤去や復旧、農業用機械の修繕等に加
え、復旧と併せて行う補強にも支援策を講じるという方
針を打ち出されました。
　県では、これを受けまして、早期の経営再建への支
援をさらに強化する為、国の支援制度に、県と市町が
協調して助成の上乗せを行う補正予算案を本議会に
お諮りしております。このうち、補強への上乗せ助成は、
全国初の支援となるものでございます。また、これらの
支援制度の申請手続きが円滑に進むよう、支援内容
が明らかとなりました１１月に、すべての農林事務所に
おいて説明会を開催致しました。
　あわせて、自然災害に強い施設への転換を促進す

る為、ビニールハウスの補強方法を指導するＪＡ等の技
術員を対象に、実技研修も開催致しました。 今後も、
生産者向け強風対策研修会を県内３か所で開催致し
ます。また、これから収穫期を迎える野菜等の被害額が
大きいことから、被災農業者が利用出来る農業制度
資金の利用促進も図ります。
　その他、農地・農業用施設や森林・林業関連の被
害につきましては、激甚災害の指定により、補助率が
嵩上げされる国の災害復旧事業等の早期実施を図り
ます。また、水産業の被害に対しましては、共同施設の
復旧に係る経費の助成や資金融通の迅速化に努め
て参ります。
　県としましては、甚大な農林水産被害に対しまして、
一刻も早い復旧支援に全力で取り組み、農林水産業
に携わる皆様の早期の経営再建を強力に支援致しま
すとともに、災害に強い農林水産業の生産基盤の強
化を着実に図って参ります。

❸災害時の消灯した信号機への対応

【平成29年度末における本県での電源付加装置の整備状況】

補強への上乗せ助成は

全国初の支援全国初の支援
【農林水産業】
早期の経営再建を強力に支援
災害に強い生産基盤の強化
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※デスティネーションキャンペーン…地方自治体、地元関係者等とJRグループ6社及び旅行会社が協力し、開催期間の3カ
月間に重点的かつ集中的な広告宣伝やプロモーション活動などを実施することで、全国から観光誘客を図り、地域を活性化
させることを目的として実施する国内最大級の観光キャンペーンです。 静岡県では19年ぶり3回目の開催となります。
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損
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つかもと 大 
静岡県議会議員

事務所のご案内

※「国への意見書」につきましては、
　紙面の都合で今回は掲載出来ま
せんでした。 ホームページに掲
載してありますのでご覧下さい。
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第31号３ 第31号２

こども医療費助成の市町実施状況一覧（志太地域）平成30年10月1日現在

15歳年度末 18歳年度末 有の対象負担回数
助成対象（0歳～） 自己負担額

通院 ○ ○
○ ○

500円 月4回まで
入院 無

通院 ○ ○
○ ○

500円
入院 無

通院 ○ ○
○ ○

無
入院 無

月4回まで

全員

全員

島田市

※焼津市：入院時の食事助成有り  ※島田市：未就学児の通院自己負担は月２回まで

藤枝市

焼津市

有 ・ 無

日本平夢テラス開館記念式典
　平成30年11月2日、静岡県と静岡
市が日本平山頂に整備した展望施設
「日本平夢テラス」の開館記念式典が
行われました。
　日本平夢テラスは、3階建ての展望
施設と1周約200mの展望回廊、約
1200㎡の庭で構成されています。 ま
た、1階にはグラフィックパネル等で日
本平の歴史や周辺地域を紹介する展
示スペース、2階にはカフェを楽しむラ
ウンジがあります。

　天気が良ければ富士山や駿河湾等
を一望出来、新たな観光名所として期
待されています。

　11月3日のオープン以来、富士山や
三保松原、伊豆半島等、360度の景
色を楽しめる優れた眺望性が支持を集
め、11月26日、累計来場者数が10万
人に到達致しました。

式典 展望回廊

「日本平夢テラス」
来場者10万人到達！

静岡県立漁業高等学園 実習船「やいづ」出航式
　平成30年11月22日、焼津漁港新
港鮮魚解凍売場において、静岡県立
漁業高等学園による『平成30年度実
習船「やいづ」出航式』が行われました。
【目的】
　本県の漁業においても外国人労働
力への依存が進み、日本人漁船員の
減少、高齢化が進んでおります。 その
為、本県漁業を今後も安定的に維持し
ていく為には、「活力ある担い手の育
成」が重要な課題となっています。
　この乗船実習は、将来生徒達が現
場で即戦力と成り得るよう、船舶の運

航技術や機関運転技術をはじめ、実
際の漁場探索、カツオ釣り、漁獲物の
処理、保存等の体験を通じた漁労技
術等の習得を目的として実施していま
す。また、入学以来、机上で学んだ理論
を実際の現場で確かめるとともに、船
上での協調性や責任感を養うことも目
的としています。
【期間】
　平成30年11月19日㈪～12月18日㈫
【使用船舶】
　静岡県立焼津水産高等学校実習船
「やいづ」（平成21年6月竣工559トン）

出航見送り 来賓挨拶

第20回静岡県障害者芸術祭シンボルイベントを開催
　例年、12月３日から９日までの障害
者週間に向けての啓発行事として開
催している「静岡県障害者芸術祭」が
今年度20回目を迎えました。
　東京オリンピック・パラリンピックに
向けた文化プログラムの取り組みが進
む中、20回目となることを契機として、
内容を拡大・充実して開催致しました。
　静岡県文化プログラム、beyond2020、

東京2020参画プログラムの認証を受
けて実施すると共に、本県が加盟する
「障がい者の芸術文化活動推進知事
連盟」の連携イベントに位置づけ、国
内外に本県の障害者文化芸術活動
への取り組みを発信致しました。
　今後も、障害者の文化芸術活動を
通じて、県民の障害者への理解促進
に努めて参ります。

開会宣言

御殿場市に本部を置く社会福祉法人富岳会の
知的障がい者で編成されています。

富岳太鼓・竜神組

⑼こども医療費助成について代表
質問

全ての世帯を県のこども医療費助成の対象へ

【質問要旨】　
　県のこども医療費助成は、この１０
月より、３３市町において１８歳年度
末まで対象を拡大した。
　３３市町については、県から助成要
件である保護者の所得制限を撤廃
する見直し案が示された。
　そこで、今回の見直し案により、制
度をどのように改善するつもりなのか
伺う。

【健康福祉部長 答弁要旨】　
　こども医療費助成は、早期受診による重症化予防という保健衛生施
策、子育て世代の経済的負担の軽減という少子化対策等の側面を併
せ持っている為、今回の３３市町に対する見直し案は、所得制限を撤廃
し、全ての世帯を県のこども医療費助成の対象とするよう提案したもの
であります。
　これにより、県民の皆様にとっては申請時に必要となる所得証明書
が不要となり、市町にとっては事務手続きが簡素化されるとともに、全体
で約１億８，０００万円の財政負担の軽減につながることから、各市町が
子育て支援をより一層拡充することが出来るものと期待しております。

所得制限を撤廃所得制限を撤廃

⑾発達障害者への支援体制について代表
質問

【再質問】
　各地域の支援体制を強化する為に全ての市町に児
童発達支援センターを設置するという答弁だが、どのよう
に、いつ頃までに設置をしていくのか伺う。
【答弁要旨】
　児童発達支援センターをまだ設置していない市町が２１
ございますけれども、昨年度各市町が策定致しました第１

期障害児福祉計画におきまして、児童発達支援センター
の設置計画が既に盛り込まれております。 こういったこと
から、障害児の為の地域づくりをどのように進めていくかを
各市町と協議しながら、児童発達支援センターの設置を
促進して参ります。 また、単独で設置出来ない場合には、
広域での設置等、市町に働きかけまして、計画を着実に、
１年でも早く推進していきたいと考えております。

【質問要旨】　
　本県では、発達障害者支援センターへの相談件数や
成人期からの相談割合が増加し、内容も複雑化、多様化
している。
　我が会派の議員が、６月定例会、９月定例会で質問し

たところ、県民の利便性や専門性の向上を図る為、具体
的な検討を進めており、発達障害児・者に対する県全体
の支援体制を充実していくとの答弁があった。
　そこで、県内の支援ニーズの状況を踏まえ、今後の発達
障害者への支援体制のあり方について、県の考えを伺う。

知事：「発達障害者支援センターと地域の支援機関による
　　   重層的な支援体制の構築」
3つの方針：発達障害のある方への支援を充実
 • 県として、発達障害者支援センターを2箇所設置。
　1つが東部地域、
 • 民間法人の専門的な知識、経験を活用。
　センターの相談支援機能を強化する為、運営を委託。
 • 地域における支援体制を強化。 現在、14の市町に設置されている
　児童発達支援センターの全市町への設置促進。

もう1つが志太榛原・中東遠地域。もう1つが志太榛原・中東遠地域。

知
事

事務手続きが簡素化
全体で約１億８，０００万円の財政負担の軽減〔市町

　男女が共に創るしずおか議員連盟では、男女共同参画社会の実現に向け、女性の活躍推進や男女が共に能力
を発揮出来る就業環境の整備等に取り組む現場を視察し、今後の男女共同参画施策の参考とする為、定期的に視
察研修会を開催しています。

男女が共に創るしずおか議員連盟

【事業内容】　水産加工業（鰹節、削節等の製造・販売）
【概要】
 ● 女性社員が出産を機に退職しようとしたことをきっかけに、産休・育休の
取得を促進。 育休から仕事に復帰しやすい職場づくりに取り組んでい
る。 社長自ら産休・育休について個別相談を実施し、一人ひとりの要
望を聞き、就業規則に縛られない柔軟な対応を心がけている。

 ● “女性社員はこの部署”という従来の概念を取り払い、全部署に女性
社員を配属したことで、男性社員だけの時には出てこなかった色々な見
方が出てくるようになり、議論の活性化につながっている。

 ● 鰹節をヨーロッパに輸出する為の国際的な衛生管理基準（ＨＡＣＣＰ）
の認定を受けている。 この準備・手続きにも女性の活躍があった。

株式会社 新丸正視察

市長表敬訪問市長表敬訪問
全国スポレック大会で上位入賞を報告全国スポレック大会で上位入賞を報告

塚本大が市議会議員時代から力を入れて取り組んでいるスポーツの振興

　私は市議会議員時代からスポーツの振興に力を入れて取り組んでい
ることもあり、様々なスポーツ団体の役員を務めさせて頂いております。
　スポレックにつきましては、焼津市スポレック協会顧問と静岡県ス
ポレック連盟会長を務めさせて頂いていることもあり、全国大会で上位入賞を果たした9名とともに中野市長に報
告をして参りました。（全国大会には県内から43人が参加し22人が入賞。 うち焼津市スポレック協会所属が11人
で表敬訪問出席者が9人。）
　今後もスポーツの普及・振興を通して健康な身体づくりと活力のある地域づくり、そして、競技力の向上や各種
大会での活躍を通して地元焼津市、静岡県のPRにも努めて参ります。

【スポレック】 スポンジ製のボールを打ち合うテニス型のニュースポーツ。 スポンジ製のボールを使用する為、   
安全で、子供から大人まで、幅広い年代の方々が楽しめるスポーツです。

【視察の目的】
　女川原子力発電所
は、東日本大震災の際
に福島第一原子力発
電所と同じクラスの津
波に襲われたにも関わ
らず大きな被害もなく、
危機的な状況に陥るこ
ともありませんでした。 
　現在すべての発電
設備は停止中で、２号
機のみ再稼働に向けた
工事を実施しています。
　東日本大震災時の
対応や再稼働に向けた
安全対策、今後の原子
力発電所のあり方を調
査しました。

女川原子力発電所（宮城県牡鹿郡女川町） Ⓠ　静岡県でも森の防潮堤という考え方で植栽を施
した堤防を整備している。 こちらの防潮堤整備の高
さの考え方は。
Ⓐ　レベル1の津波高を想定しており、この高さでは東
日本大震災の津波には耐えられない。 越波後につ
いては多重防御という考え方をとっており、堤防を越
えた波を減衰させ、最終的には５ｍのかさ上げ道路
で津波を防ぐ。 このかさ上げ道路までの土地に住
宅は建てられないことになっている。
Ⓠ　公園整備の考え方は。
Ⓐ　元 こ々のあたりは住宅があった土地だが、市が底
地を買い取って整備している。 土地を売却した住民
は、そのお金を集団移転の土地取得に活かしてい
る。 移転先では元々の住宅配置のレイアウトを活か
した区画整備を行っている。 生業（なりわい）の再生
ということもコンセプトにしている。
Ⓠ　静岡でも防潮堤への植栽を広葉樹にしている。 
塩害等はないか。
Ⓐ　植林当時は50cm程度だったものが現在３ｍ程
度になっており、順調に生育している。

Ⓠ　高齢単身者や二重ローン等、様々な問題がある
と思うが、そのあたりの対策は。
Ⓐ　移転については４つの選択肢があると考える。
　　一つ目は資力のある方が自分で土地を見つけて
個別に移転する方法、二つ目が集団移転に加わり、
移転先の土地を購入して家を建てる方法、三つ目
は集団移転だが、土地を購入するのが難しい為、土
地を借りて家を建てる方法、四つ目は家の新築が難
しい為、災害公営住宅に入居する方法である。
　　集団移転に当たっては地域のコミュニティを壊さ
ない為にも、集団移転先に災害公営住宅も用意し
ている。 こちらでは、300世帯のうち170世帯が家を
建てたが、配置等については集落の単位で話し合
いをして頂き、行政はなるべく口を出さない形をとっ
た。
Ⓠ　植樹運動について、寄付金やボランティアの募
集についてはどのようにしたのか。
Ⓐ　民間団体が主体で動いて頂いた。 植樹は５年間
で28万本もの木を植えて頂いたが、岩沼市としては
これについての経費は支出していない。

主な質疑応答

【視察の目的】
　千年希望の丘は、東
日本大震災により住め
なくなった土地を活用
し、６つの公園と園路を
整備しました。 丘と丘を
園路でつなぐことで津
波の力を減衰させる役
割がある他、いざという
時の避難所にもなって
います。 丘の土台等に
は震災がれきを用いて
おり、津波の痕跡や集
落跡地等の遺構も保
存されています。
　震災の記憶や教訓
等の伝承、防災学習の
取り組みを調査しまし
た。

千年希望の丘（宮城県岩沼市）
【視察の目的】
　東松島市スマート防
災エコタウンは、東日本
大震災後の住宅再建
に当たり、東松島市が
災害公営住宅の重要
性から建設した「市営
柳の目東住宅」です。 
　環境省補助事業採
択を受け、周辺の病院
や公共施設を結びマイ
クログリッドにより電力を
供給することで、エコで
災害に強いまちづくりを
実現しました。
　公営住宅建設やＣＯ２
排出削減の取り組みを
調査しました。

東松島市スマート防災エコタウン（宮城県東松島市）
【視察の目的】
　福島県男女共生セ
ンターでは、東日本大震
災時に女性のプライバ
シーを守り、安心して避
難生活を送ることが出
来る女性専用スペース
において、女性の安全
確保や物資等の提供、
ストレス解消等の取り
組みを行ってきました。
　男女共同参画に基
づく避難所運営や被災
者支援、防災・復興分
野における女性の人材
育成支援の取り組みを
調査しました。

福島県男女共生センター（福島県二本松市）

危
機
管
理

く
ら
し
環
境
委
員
会

　
１ 要旨
　2013年度に策定したアクションプログラム2013は、2017年度をもって、2022年度までの計画期間の前
半５年が経過した為、中間時点としての進行管理を行うとともに、今年度、各地で発生した地震や台風等の自
然災害の教訓等を踏まえ、必要なアクションの追加や見直しを行いました。併せて、アクションプログラム推進
の成果となる2017年度末時点の減災効果を試算しました。
　　　　　２ 事業の進捗状況（静岡県危機管理部の報告）
　第４次地震被害想定を踏まえ、想定される犠牲者を2022年度までに８割減少させることを減災目標に、
179のアクションの着実な実施に努めており、９割にあたる161アクションが順調に進捗しています。
　　　　　３ 総事業費の見直し
⑴全体計画の見直し
　津波対策について、伊豆半島における地区協議会での議論を踏まえ、津波対策施設（防潮堤等）の整備
手法が見直される等、「津波を防ぐ施設の整備」の事業費が減額となったことから、2022年度までの総事業
費を見直しました。

　　　　　⑵見直し後の事業費の進捗状況

４ アクションの追加・見直し
　今年度、大阪府北部の地震、平成30年７月豪雨、北海道胆振東部地震等の自然災
害が発生したことから、これらの教訓や最新の知見及び法令・上位計画の策定等を踏ま
え、アクションの必要な追加・見直しを行いました。
【追加アクション】
・県有施設のブロック塀等の安全性確保 ・市町有施設のブロック塀等の安全性確保
・住家被害認定調査研修及び罹災証明書交付訓練の推進 ・被災者生活再建支援体制の確保

５ 減災効果　～2022年度末までの想定死者数と減災効果の推移見込み～

塚本大が
力を入れて取り組んでいる
危機管理体制の強化

塚本大が
力を入れて取り組んでいる
危機管理体制の強化

「静岡方式」による津波対策の推進
　県内一律の対策を行うのではなく、地域の歴史・文化や景観等との調和を図るとともに、住民の意見を
尊重し、行政との合意により推進する方式。伊豆半島地域は、観光が主産業である為、特に景観に配慮
し、防潮堤を造らない、若しくは想定津波高よりも低い高さの防潮堤とする等、ハード・ソフト両面から地域特
性に応じた最も効果的な津波対策を進めています。

建物倒壊・
火災

約9,300人

約105,000人犠牲者数 約73,900人 約65,800人 約20,000人

2013年度
（第４次地震被害想定）

2015年度末の
試算

2017年度末の
試算 （今回） 2022年度

（減災目標）

津波
約96,000人

山・崖崩れ
約200人

建物倒壊・
火災

約8,500人

津波
約65,700人

減災効果
約31,100人

山・崖崩れ
約198人

建物倒壊・
火災

約8,500人

津波
約57,600人

減災効果
約39,200人

山・崖崩れ
約197人

建物倒壊・
火災

約4,100人
津波

約16,000人

減災効果
約85,000人

山・崖崩れ
約190人

地震・津波対策アクション
プログラム2013の推進
地震・津波対策アクション
プログラム2013の推進

中
間
報
告

（単位：億円）

区 分
全体

計画

2013

決算

Ａ

2014

決算

Ｂ

2015

決算

Ｃ

2016

決算

Ｄ

2017

決算

Ｅ

2017年度末

総事業費

Ａ～Ｅ

進捗率

（％）

2018～
2022

計画

主な

事業内容

総事業費 2,986 310 315 293 318 327 1,563 52 1,423

544 36 54 54 60 60 264 49 280

2,218 196 207 197 248 258 1,106 50 1,112

829 43 85 98 116 109 451 54 378

225 79 53 42 11 9 194 86 31

―

１ 耐震化
･住宅の耐震助成
･公共建築物耐震化
･天井脱落対策

２ 施設整備
･津波対策施設
･土砂災害防止施設
･緊急輸送路

うち津波を
防ぐ施設の
整備

･防潮堤の嵩上げ
･水門の自動化

３ 応急活動

体制の強化等

･企業移転助成
･地域防災リーダーの育成
･原発防災資機材

※全体計画は2013～2022年度の10年間
※億円未満の金額を四捨五入処理している為、表中の合計に不一致があります。

　南海トラフ巨大地震等の大規模地震
の発生等を想定し、大規模災害時におけ
る緊急消防援助隊の技術及び連携活動
能力の向上を図ることを目的に、①「指揮
命令機関の運営管理力の向上」、②「関
係機関の連携強化」、③「静岡県の受援
体制の強化」の３点を主なテーマとして、富
士山静岡空港西側多目的用地を主会場

に、県内各地で緊急消防援助隊中部ブ
ロック合同訓練を実施しました。
　今後は、訓練を通じて明らかになった課
題事項について、必要に応じ、広域受援
計画や現場の活動マニュアルの見直しを
進め、本県災害対応力の一層の強化に
努めて参ります。

緊急消防援助隊中部ブロック合同訓練

レンドサラマンダー空輸 市街地中高層建物倒壊現場対応訓練
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